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○うるま市固定資産税の課税免除に関する条例 

平成３１年３月３０日 

条例第１１号 

うるま市固定資産税の課税免除に関する条例（平成２４年うるま市条例第２２号）の

全部を次のように改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条の規定に基づき、

固定資産税の課税免除を行うことにより、本市産業の振興及び雇用の拡大に寄与する

ことを目的とする。 

（用語） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 観光地形成促進地域 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号。以下

「沖振法」という。）第６条第２項の規定により定められた同項第２号の観光地形

成促進地域をいう。 

（２） 情報通信産業振興地域 沖振法第２８条第２項の規定により定められた同項

第２号の情報通信産業振興地域をいう。 

（３） 産業高度化・事業革新促進地域 沖振法第３５条第２項の規定により定めら

れた同項第２号の産業高度化・事業革新促進地域をいう。 

（４） 国際物流拠点産業集積地域 沖振法第４１条第２項の規定により定められた

同項第２号の国際物流拠点産業集積地域をいう。 

（５） 離島 沖縄振興特別措置法施行令（平成１４年政令第１０２号。以下「沖振

法施行令」という。）第１条の規定により定められた島をいう。 

（６） 促進区域 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関す

る法律（平成１９年法律第４０号。以下「地域未来投資促進法」という。）第４条

第２項第１号に規定する促進区域をいう。 

（７） 促進区域対象施設 地域未来投資促進法第２４条に規定する承認地域経済牽

引事業のための施設のうち地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤

強化に関する法律第２５条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令第
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９４号）第２条に規定する対象施設をいう。 

（８） 青色申告者等 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項第４０号

又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第３７号に規定する青色申告書を

提出する個人若しくは法人又は法人税法第８１条の２２第１項の規定による申告

書を提出する法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人若しくは当

該連結親法人との間に同条第１２号７の７に規定する連結完全支配関係にある同

条第１２号の７に規定する連結子法人をいう。 

（観光地形成促進地域における課税免除） 

第３条 市長は、観光地形成促進地域の区域内において、沖振法第６条第５項の規定に

よる観光地形成促進計画の提出の日（以下この条において「提出日」という。）から

平成３３年３月３１日までの間に、沖縄振興特別措置法第９条等の地方税の課税免除

又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成１４年総務省令第

４２号）第１条第２項に規定する対象施設（以下「特定民間観光関連施設」という。）

を新設し、又は増設した青色申告者等について、沖振法第８条で定める特定民間観光

関連施設の用に供する機械及び装置、家屋若しくは構築物若しくはこれらの敷地であ

る土地（提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地については、その取得

の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建

設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産税は、新

たに課されることとなった年度以後５年度分について、課税を免除する。 

（情報通信産業振興地域における課税免除） 

第４条 市長は、情報通信産業振興地域の区域内において、沖振法第２８条第５項の規

定による情報通信産業振興計画の提出の日（以下この条において「提出日」という。）

から平成３３年３月３１日までの間に、沖振法第３条第６号に規定する情報通信産業

又は同条第８号に規定する情報通信技術利用事業の用に供する一の設備であって、こ

れを構成する減価償却資産（所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条第１

号から第７号まで又は法人税施行令（昭和４０年政令第９７号）第１３条第１号から

第７号までに揚げるものに限る。）の取得価格の合計額が１，０００万円を超えるも

の（以下「情報通信産業振興地域対象設備」という。）又は機械及び装置並びに器具

及び備品で、これらの取得価格の合計額が１００万円を超えるものを新設し、又は増
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設した青色申告者等について、当該設備である機械及び装置、家屋若しくは構築物若

しくはこれらの敷地である土地（提出日以後において取得したものに限り、かつ、土

地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当

該家屋又は構築物の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課

する固定資産税は、新たに課されることとなった年度以後５年度分について、課税を

免除する。 

（産業高度化・事業革新促進地域における課税免除） 

第５条 市長は、産業高度化・事業革新促進地域の区域内において、沖振法第３５条第

４項の規定による産業高度化・事業革新促進計画の提出の日（以下この条において「提

出日」という。）から平成３３年３月３１日までの期間に、沖振法第３５条の３第４

項の規定による認定に係る産業高度化・事業革新措置実施計画に従って、製造業等又

は産業高度化・事業革新促進事業の用に供する設備のうち、租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第１２条第１項の表の第２号若しくは第４５条第１項の表の第２

号の規定の適用を受ける設備であって取得価格の合計額が１，０００万円を超えるも

の又は機械及び装置並びに器具及び備品で、これらの取得価格の合計額が１００万円

を超えるものを新設し、又は増設した沖振法第３５条の３第４項の規定による沖縄県

知事の認定を受けた青色申告者等について、当該設備（倉庫業の用に供するものを除

く。）である機械及び装置、家屋若しくはこれらの敷地である土地（提出日以後にお

いて取得したものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して

１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該

土地に限る。）に対して課する固定資産税は、新たに課されることとなった年度以後

５年度分については、課税を免除する。 

（国際物流拠点産業集積地域における課税免除） 

第６条 市長は、国際物流拠点産業集積地域の区域内において、沖振法第４１条第５項

の規定による国際物流拠点産業集積計画の提出の日（以下この条において「提出日」

という。）から平成３３年３月３１日までの期間に、国際物流拠点産業の用に供する

租税特別措置法第１２条第１項の表の第３号又は第４５条第１項の表第３号の規定

の適用を受ける設備であって、取得価格の合計額が１，０００万円を超えるもの又は

機械及び装置で、これらの取得価格の合計額が１００万円を超えるものを新設し、又
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は増設した青色申告者等について、当該設備（倉庫業の用に供するものを除く。）で

ある機械及び装置、家屋若しくはこれらの敷地である土地（提出日以後において取得

したものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内

に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限

る。）に対して課する固定資産税は、新たに課されることとなった年度以後５年度分

については、課税を免除する。 

（離島の地域における課税免除） 

第７条 市長は、離島の地域内において、離島として定められた日から平成３３年３月

３１日までの間に、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条に規定する旅館・

ホテル営業及び簡易宿所営業（これらの事業のうち風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項に規定する店舗型性風

俗特殊営業に該当する事業を除く。）の用に供する旅館・ホテル用又は簡易宿所用の

建物（その構造及び設備が旅館業法第３条第２項に規定する基準を満たすものに限

る。）及びその付属設備であって、取得価格の合計額が１，０００万円を超えるもの

を新設し、又は、増設した青色申告者等について、当該事業に係る家屋又はこれらの

敷地である土地（この条における青色申告者等が取得の日の翌日から起算して１年以

内に当該土地を敷地とするこの条における家屋の建設の着手があった場合における

当該土地に限る。）に対して課する固定資産税は、新たに課されることとなった年度

以後５年度分については、課税を免除する。 

（促進区域における課税免除） 

第８条 市長は、促進区域内において、地域未来投資促進法第４条第６項の規定による

地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日（当該同意の日が平成３１

年３月３１日以前であるものに限る。以下この条において「同意日」という。）から

起算して５年内に促進区域対象施設を設置した青色申告者等である承認地域経済牽

引事業者（地域未来投資促進法第１３条第４項又は第７項の規定による承認を受けた

者をいう。以下この条において「牽引事業者」という。）について、当該対象施設の

用に供する家屋若しくは構築物又はこれらの敷地である土地（牽引事業者が同意日以

後において取得したものに限り、かつ、その取得の日の翌日から起算して１年以内に

当該土地を敷地として、この条における家屋又は構築物の建設の着手があった場合に
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おける当該土地に限る。）に対して課する固定資産税は、新たに課されることとなっ

た年度以後３年度分について、課税を免除する。 

（課税免除の申請） 

第９条 第３条から前条までの規定により固定資産税の課税免除を受けようとする者

は、規則の定めるところにより、市長に対し課税免除の申請をしなければならない。 

（申請事項等の変更による届出） 

第１０条 前条の規定により、課税免除を受けている者が、次の各号のいずれかに該当

したときは、当該事実が生じた日から１０日以内にその旨を市長に届け出なければな

らない。 

（１） 前条に定める申請書の記載事項に変更があったとき。 

（２） 事業を休止し、又は廃止したとき。 

（課税免除の取り消し等） 

第１１条 市長は、課税免除を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、課

税免除を取り消し、又は停止することができる。 

（１） 第３条から第８条までのいずれかに規定する課税免除の要件を欠いたとき。 

（２） 事業を休止し、若しくは廃止したとき、又は休止し、若しくは廃止の状態に

あると認められるとき。 

（３） 市税、使用料その他の公課を滞納したとき。 

（４） 偽りその他不正の手段により、課税免除の適用を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により課税免除の決定を取り消した者に対し、相当額の固定資

産税を賦課徴収することができる。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成３１年３月３１日以前に改正前のうるま市固定資産税の課税免除に関する条
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例第３条から第８条までの規定により、固定資産税の課税免除を受ける要件を具備し

ていた者に係る固定資産税の課税免除については、なお従前の例による。 

 


